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モニタリング検査結果を活用した

食品中の放射性物質の規制による内部被ばく線量低減効果の検証 

Verification of the effect of reducing internal radiation dose  

by food regulations for radionuclides using monitoring results 
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1. はじめに

 福島第一原子力発電所事故を受け、食品中の放射性物質への対応として事故直後に設定された暫定規

制値に続き、平成 24 年度からは 1 mSv/年を基にした現行の基準値（一般食品では 100 Bq/kg）が適用

されている。この基準値に基づいて検査が実施され、違反食品が流通しないように回収・廃棄や出荷制

限といった措置が取られている。本研究では、国が蓄積した検査結果を活用し、規制の有無それぞれを

仮定した場合の内部被ばく線量を推定することで、規制による経時的な線量低減効果を検証した。 

2. 方法

 現行の基準値適用 1 年目と 5 年目である平成 24 年度、28 年度に採取・購入された試料を対象とし

た。厚生労働省が公表している検査結果から、食品の種類（99 分類）ごとに放射能濃度（セシウム 134

と 137 の合計値（Bq/kg））の無作為抽出を繰り返し、食品摂取量（kg）および半減期で加重平均した線

量係数（Sv/Bq）を乗じて全種類分を合算し、仮想 10,000 人分の預託実効線量（mSv/年）を算出した。

全ての検査結果、基準値以内の検査結果から抽出し算出した線量をそれぞれ「規制なし」、「規制あり」

の場合と仮定した。一般食品の基準値を 1,000 Bq/kg と仮定した場合（「基準変更」）でも検討を行った。 

3. 結果および考察

 両年度ともに、規

制ありでは全てが 1 

mSv/年（参考レベル）

を下回り、パーセン

タイル値が大きいほ

ど、規制による線量

低減効果が大きかった（Table）。平成 24 年度は規制が特に効果的であったが、規制なしの 99 パーセン

タイル値は参考レベルを大きく超え、摂取量の多い嗜好飲料に高濃度の試料が含まれていたことに起因

する。95 パーセンタイル値（「代表的個人」の線量）はいずれも参考レベルを下回った。基準変更で参

考レベルを超える例はなく、多少の高濃度食品を摂取しても参考レベルを十分に下回ると考えられる。 

4. 結論

 内部被ばく線量は 1 mSv/年に比べ大幅に小さいと推定され、現行の基準値適用当時は規制による線

量低減効果が特に大きかった。規制は効果的な措置であり安全が確保されていることが確認できた。 
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        Table  全国の検査結果による推定実効線量    （単位：mSv/年） 
平成 24 年度（検査結果 268,060 件） 平成 28 年度（検査結果 297,712 件） 

規制なし 規制あり 
（あり/なし） 

基準変更 規制なし 規制あり 
（あり/なし） 

基準変更 

(基準超過) ― (2,378 件) (182 件) ― (301 件) (21 件) 

中央値 0.0479 0.0430 (0.90) 0.0464 0.0292 0.0290 (0.99) 0.0290 

95％タイル 0.207 0.0790 (0.38) 0.113 0.0426 0.0402 (0.94) 0.0412 

99％タイル 10.6 0.233 (0.02) 0.261 0.0655 0.0529 (0.81) 0.0570 

合計線量 3320 499 (0.15) 576 311 302 (0.97) 305 
検出限界値（LOD）未満の試料については、各食品の種類におけるその割合に応じて、LOD、LOD の 1/2、1/4 の濃度を与えた。 
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